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事 務 連 絡 

令和４年１月 31日 

各都道府県・指定都市教育委員会総務課・学校保健担当課 

各都道府県教育委員会専修学校主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務主管課  

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を 

受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

御中 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場

合の対応について」の周知について 

新型コロナウイルス感染症対策に関して、厚生労働省より、別紙のとおり事務連絡「新

型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について」（令和４年１

月５日（令和４年１月 28日一部改正）。以下「別紙事務連絡」という。）が発出されまし

たのでお知らせします。 

別紙事務連絡では、①オミクロン株患者の濃厚接触者の待機期間については、現時点

までに得られた科学的知見に基づき、最終曝露日（陽性者との接触等）から７日間とし、

８日目に待機を解除とすること、②①の濃厚接触者のうち、社会機能の維持のために必

要な事業に従事する者について、各自治体の判断により、待機期間の７日を待たずに、

４日目及び５日目の抗原定性検査キットを用いた検査で陰性確認できた場合でも、５日

目に待機を解除する取扱を実施できることなどが示されています。 

学校における新型コロナウイルス感染症対策については、令和３年 12月 10日付け事

務連絡で「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」を示

しているところですが、その中で、濃厚接触者の出席停止等については以下のとおり記

載しています。 

第４章 感染が広がった場合における対応について 

２．学校において感染者等が発生した場合の対応について 

②感染者や濃厚接触者等の出席停止

（略）濃厚接触者に対して出席停止の措置をとる場合の出席停止の期間の基準は、感

染者と最後に濃厚接触をした日の翌日から起算して２週間とします。感染者や濃厚接触

者が教職員である場合には、病気休暇等の取得、在宅勤務や職務専念義務の免除等によ

オミクロン株患者の濃厚接触者の待機期間を７日間とすることなどを示

した「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応

について」を周知します。
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り出勤させない扱いとします。 

これについては、別紙事務連絡を踏まえ、「２週間」とあるのは「２週間（オミクロン

株患者の濃厚接触者については７日間）」として運用してください。 

また、自治体の判断により、教職員が別紙事務連絡に言う「社会機能の維持のために

必要な事業に従事する者」に当たりうることについては、令和４年１月 19日付け事務連

絡「『新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針』の変更について」でお知らせし

たところですが、別紙事務連絡を踏まえた具体的な取扱いについては、必要に応じ、学

校を管轄する自治体の衛生主幹部局に確認くださいますようお願いします。 

以上に係る従前の取扱いについては、令和４年１月 17日付け事務連絡「『新型コロナ

ウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について』の周知について」でお

知らせしたところですが、以後この事務連絡によってください。

新型コロナウイルス感染症患者については、原則、発症日から 10 日間経過し、かつ、

症状軽快後 72時間経過した場合などに、療養等が解除されます（※１）。また、別紙事

務連絡においては、濃厚接触者の待機期間について、原則７日間で８日目に解除（社会

機能維持者の方は、２日にわたる検査を組み合わせることで、５日目に解除）を可能と

し、無症状者（無症状病原体保有者）の療養解除基準について、検体採取日から「７日

間」を経過した場合には療養解除を可能とするとしています。これらに関連して、新型

コロナウイルス感染症患者については、医療保健関係者による健康状態の確認を経て、

入院・宿泊療養・自宅療養を終えるものであるため、療養終了後に勤務等を再開するに

当たって、職場等に、陰性証明を提出する必要はないとされています（※２）。これと同

様に、新型コロナウイルス感染症患者やその濃厚接触者であった教職員や児童生徒等が

学校に出勤、登校するに当たり、学校に陰性証明を提出する必要はありませんので御留

意ください。 

※１感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナウ

イルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いについて（一部改正）（令和３年２月 25

日健感発 0225第１号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）

https://www.mhlw.go.jp/content/000745527.pdf

※２新型コロナウイルスに関する Q&A（企業の方向け）（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_

qa_00007.html#Q10-7

都道府県・指定都市教育委員会担当課におかれては所管の学校（高等課程を置く専修

学校を含み、大学及び高等専門学校を除く。以下同じ。）及び域内の市（指定都市を除く。）

区町村教育委員会に対して、都道府県私立学校主管部課におかれては所轄の学校法人等

を通じて、その設置する学校に対して、国公立大学法人担当課におかれてはその設置す

https://www.mhlw.go.jp/content/000745527.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html#Q10-7
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html#Q10-7
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る附属学校に対して、文部科学大臣所轄学校法人担当課におかれてはその設置する学校

に対して、構造改革特別区域法（平成 14年法律第 189号）第 12条第１項の認定を受け

た地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対

して、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課におかれては所管の高等課程を置

く専修学校に対して本件を周知されるようにお願いします。 

＜本件連絡先＞ 
文部科学省 

初等中等教育局 健康教育・食育課 ０３－５２５３－４１１１（内２９１８） 



事 務遮絡
令 和4年1月5日
令和4年1月28 H 一部改正

各 ［ ：健戸 l衛生主管部（局） 御中

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部

新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について

平素より、新型コロナウイルス感染症対策に御尽力、御協力を賜り、誠にあり がと
うございます。

B. 1. 1. 529系統（オミクロン株）の感染が確認された患者等に係る入退院及び濃厚
接触者並びに公表等の取扱いについては、当面の間、「B.1. 1. 529系統（オミクロン株）
の感染が確認された患者等に係る入退院及び濃厚接触者並びに公表等の取扱いにつ
いて」（ 令和3年11月30日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部
事務連絡 。以下「令和3年11月30日付け事務連絡」 という。）のとおり対応 をお願
いしているところですが、今後、自宅療養や宿泊療養を行う体制（以下「自宅等の療
養体制」 という。）が整った自治体について、感染急拡大が生じた場合には、下記のと
おり対応（以下「本件対応」という。）を行うこと を可能とします。あわせて、管内市
町村、関係機関等への周知をお願いいたします。

B. 1. 1. 529系統（オミクロン株）の流行状況に応じた対応について追記しましたの
で、 内容を御了知の上、御対応 をお願いいたします。なお、4.の濃厚接触者の取扱
いについては、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室と協議済みである こと
を申し添えます。

今般、科学的知見や専門 の意見を まえ、濃厚接触者の待機期間について、
•原則、7日間で8日目に解除
・社会機能維持者の方は、2日にわたる検査を組み合わせることで、5日目に 除

という取扱いといたします。
ただし、10日間を経過するまでは、検温などご自身による健康状態の確認等を行

っていただくようお願いいたします。
併せて、無症状患者（無症状病原体保有者）の療養 除基準についても、検体採取

日から「7日間」を経過した場合には療養 除を可能といたします。濃厚接触者と同
様、10日間を経過するまでは、 温などご自身による健康状態の確認等を行ってい
ただくようお願いいたします。

ー

別紙
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